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第７条 

 

１．公的分野における女性の参画状況 

 女性が政策・方針決定の場へ参画することは、民主主義の要請であるだけでなく、各種の

政策に女性の関心が反映されるための必要条件でもある。しかしながら、我が国では、公的

分野でも、私的分野でも、女性の政策・方針決定の場への参画は大変遅れた状態であるとか

ねてから指摘されており、政府としても２００１年度の「男女共同参画社会の形成の状況に

関する年次報告」において、ＵＮＤＰ（国連開発計画）のＨＤＩ（人間開発指数）、ＧＤＩ

（ジェンダー開発指数）、ＧＥＭ（ジェンダー・エンパワーメント指数）を基に日本の現状

を紹介している。  

 それによると日本は、２００１年では、ＨＤＩが世界第９位、ＧＤＩが世界第１１位であ

るが、ＧＥＭは世界第３１位に落ち込んでいる。この背景には、日本は、ＧＥＭ上位先進国

に比べて、「国会の議席数に占める女性の割合」及び「行政職及び管理職に占める女性の割

合」が低い現状があることから、この現状を周知し、女性の政策・方針決定過程への参画を

更に促すよう努力している。 

 

（１）男女共同参画社会基本法における規定 

 「男女共同参画社会基本法」の第５条において、「男女共同参画社会の形成は、男女が、

社会の対等な構成員として、国若しくは地方公共団体における政策又は民間の団体におけ

る方針の立案及び決定に共同して参画する機会が確保されることを旨として、行われなけ

ればならない」と規定されている。 

 

（２）女性国会議員 

  第４２回総選挙後（２０００年６月時点）の衆議院の女性議員は３５名、７．３％、

（第４１回総選挙後（１９９６年１０月時点）２３名、４．６％）、第１９回通常選挙後

（２００１年７月時点）の参議院の女性議員は３８名、１５．４％（第１８回通常選挙後

（１９９８年７月時点）４３名、１７．１％）となっている。 

 

（３）女性閣僚 

 第４回報告書提出（１９９８年１０月）以降、８名の女性閣僚、１１名の政務次官（２

００１年１月以降は、副大臣、大臣政務官）が就任した。１９９９年１月では女性閣僚の

割合は１名（４．２％）であったが、２００２年２月では、５名（２２．７％）に増加し
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ている。 

 

（４）司法における女性 

 第４回報告書で報告したとおり、女性初の最高裁判事が１９９４年２月に任命され、１

９９７年９月までその職にあった。さらに、２００１年１２月には、女性で２人目の最高

裁判事が任命された。また、２００２年４月現在、６名の女性裁判所長が在職している。

裁判官、検察官に占める女性の割合は、第４回報告書による報告後も、いずれも引き続き

増加している。なお、司法試験合格者に占める女性の割合も増加しており、近年、２０％

代で推移している（統計資料６３、６４、６５参照）。 

 

（５）女性国家公務員 

 国家公務員の管理職に占める女性の数と割合は、２０００年度末現在１２２名、１．３％

と依然として低い状況にあるものの、１９９６年度末では９４名、１．０％であり、増加

傾向にある。一方、国家公務員全体に占める女性の数と割合は、ここ数年横ばい状況とな

っている（統計資料６６、６７参照）。 

 

（６）女性知事、首長等 

 ２００１年度末現在、女性の都道府県知事は３名となっている。また、女性の市長は３

名、町村長は４名となっている。 

 

（７）女性地方議員 

 地方議員における女性の比率は徐々に高まっており、２００１年１２月現在、都道府県

議会、市・特別区議会、町村議会の全議員５８，４９２名中６．８％(１９９８年１２月現

在４．９％)となっている。町村議会については、２００１年に初めて実態把握調査を実施

したところ、約半数において女性議員がいない等政治への女性の参画が進んでいない自治

体がみられた。 

 

（８）女性地方公務員等 

 ア） 女性地方公務員 

 地方公務員（一般行政職）全体に占める女性の割合は２４．１％、係長級以上でみる

と１４．４％、課長級以上でみると３．６％（２００１年４月１日現在、総務省調査）

となっており、前年に比べ、係長級における割合及び課長級以上における割合が増加し
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ている。 

 

 イ） 教育委員会 

 地方公共団体の執行機関である教育委員会の委員に占める女性の数と割合は、２００

１年５月現在（文部科学省調査 中間報告値）、２，９５９名、１７．６％（１９９６

年５月現在１１．５％）となっており、増加傾向にある。２００１年６月には「地方教

育行政の組織及び運営に関する法律」の一部を改正し、地方公共団体の長が教育委員を

任命するに当たり、性別等に著しい偏りが生じないように配慮する旨の規定を整備した。 

 ウ） 警察官 

 新たな治安上の課題であるストーカー事案、家庭内暴力、児童虐待、性犯罪等の事象

への取組、あるいは、被害者対策の充実等に的確に対応していくためには、女性警察官

の能力や特性を効果的に活用していくことが不可欠となっており、警察においては、男

女共同参画社会の基本理念を踏まえ、従来から女性警察官の積極的採用とその職域の拡

大を行ってきたところである。 

 ２００１年４月１日現在、都道府県警察に勤務する女性警察官の総数は、約８，８０

０人で、ここ１０年間で約２倍に増加しており（全警察官の３．８％）、その職域につ

いても、犯罪捜査や鑑識活動、警衛・警護等の幅広い分野に拡大しているところである。 

 全国の警察組織において、更に多くの女性が幅広い分野で活躍することが期待されて

いるため、民間企業と契約した「ベビーシッター制度」の普及等、女性が働きやすい職

場環境の整備も積極的に進められている。 

 

２．実施状況報告書及び委員会の報告書を普及させるための措置 

 我が国においては、１９９８年７月に提出した女子差別撤廃条約第４回報告書を内閣府及

び外務省ホームページに掲載（日本語仮訳）している。さらに外務省は、１９９４年に行わ

れた女子差別撤廃条約第２回、第３回報告書審査に関し、女子差別撤廃委員会最終コメント

をホームページに掲載（英文及び日本語仮訳）している。 

 また、今次第５回報告書の作成にあたっては、内閣府ホームページや新聞等を利用し、盛

り込むべき事項についての意見を幅広く国民から募るとともに、２００１年８月３１日に「盛

り込むべき事項について聞く会」を開催し、さらに、２００２年３月２７日には、寄せられ

た意見に関連する主な政府の取組についての説明及び意見交換を行う「情報・意見交換会」

も開催したところである。 
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